











































人格の否認」（disregardof the corporate fiction or corporate personality）または 「法人被
衣の剥奪」（piercingthe veil of corporate entity）と言う。
〔1〕 法人格はただ単に株式全部が一家族によって所有されているという
理由で，無視されることはない。
ELENKRIEG v. SIEBRECHT et al. 
1924, 238 N. Y. 254. 144 N. E. 519. 
〔事実〕 原告は SiebrechtRealty Corporationが賃貸しているある建物で







は HenryA. Siebrechtと SiebrechtBealty Corporationに対し勝訴した。








































DUMER v. WHEELER OSGOOD SALES 
CORPORATION 
1939, 198 Wash. 381; 88 Pく2d)453. 
〔事実〕 この訴訟は，特許権使用料（patentroyalities）の契約に関して，
正当であると，申立てられた一定額の金銭を， 被告 Wheeler-OsgoodSales 
Corporation から取立てるために始められた。 原告は被告の前身 Wheeler-










すなわち WheelerOsgood Sales Corporationは債権者の指図によって設立された。 …




Wheeler-Osgood Sales Corporationの株式は Wheeler-OsgoodCompanyの負債の担保



















































KOSMAN et al v. THOMPSON 
1927, 204 Iowa 1254, 215 N. W. 261. 
〔事実〕 Associated Packing Companyは，基礎定款（articlesof incorpor-






























king Company の創立人側の予備的行動， それは基礎定款の提出をも含んで
いるが， およびそれに伴う会社の設立証書の発行， 引渡しにおける州務長官































SCANDINAVIAN AMERICAN BANK v. 
WENTWORTH LUMBER CO. et al. 
1921, 101 Or. 151, 199 Pac. 624. 
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承認するとい うこ とは，更改が生じたという推論を導く根拠となる。 しかし，普通，
発起人と会社との双方とも責任があるのであ り，後者は暗黙の中に，発起人の責任免











KRIDELBAUGH v. ALDREHN THEATRES CO. 
1923, 195 Iowa 147, '191 N. W. 803. 
〔事実〕 これは被告会社の設立に関してなされた役務提供に対する弁護士手
数料を得んとする原告 Kridelbaughによる訴惑である。契約が J.L. Adams 






















































WILLIAMS v. JOHNSON 
1911, 208 Mass. 544, 95 R E. 90. 


































WILLIAMS v. JOHNSON 





（注〕 公益企業 （publicutilities〕 のように， 公共の利益を附与された会社は，それ
らの会社を設立させている州の承認なしに， その財産を抵当に入れたり， 売却したり
することはできない。
BROWN v. CITIZENS ICE & COLD 
STORAGE CO et al 
1907, 17 N. J. Eq. 437, 66 Atl. 181. 





























WOODS LUMBER COMPANY v. MOORE 
1920, 183 Cal 497, 191. Pac. 905. 
〔事実〕 Continental Producing Company 〈以下C社〉はフイノレム製造を行





















約をする黙示的権能をもっている（Civ.Code, Sec. 354, Subd. 8; Bates v. 
Coronado B. Co., 109 Cal. 163, 41 Pac. 855’；Mercantile Trust Co. v. 














って便利な適応した手段を選択て、きるのである（Winterfieldv. Cream City 











〔本号の判例は Dillavouand Howard ; Principles of Busines Law, 1955.から採択
したものである）
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